






































































































































































































































































































































































工事請負 完成営業額 労務合作 完成営業額 日本営業額 日本の占める 年末在外数 在日本 日本の占める
契約数 (億米ドル） 契約数 (億米ドル） (億米ドル） 割合(％） (万人） 労働者数(人Ｉ 割合(％）
1９７６－１９７８ ６ １ 
1９７９ 2７ ９ 
1９８０ 1３８ ＊１．２３ 3４ ＊０．４７ 
1９８１ 250 1１３ 
1９８２ 1９５ 1.89 1１９ 1.59 0.0037 0.23 
1９８３ 280 3.15 1８０ 1.37 0.0057 0.42 
1９８４ 344 4.94 3９６ 1.29 0．０１３１ 1.02 
1９８５ 465 6.63 458 1.72 0.037 2.15 
1９８６ 486 8.19 458 1.54 0.046 2.99 
1９８７ 6１６ 11.14 833 1.46 0.0823 5.64 3.19 1１２７ 3.53 
1９８８ 642 12.53 1４８４ 1.77 0．１３９９ 7.90 3.98 1３９３ 3.50 
1９８９ 776 14.84 2３２４ 2．０２ 0．１６２９ 8．０６ 4．３１ 1４９４ 3.47 
1９９０ 920 16.44 4２５５ 2.23 0.1463 6.56 3.61 1７７７ 4.92 
1９９１ 1１７１ 1９．７ 7２６７ 3.93 0．４１７２ 10.62 6.83 3８１０ 5.58 
1９９２ 1１６４ 24.03 8２４１ 6.46 0.7308 1１．３１ 10.56 6６０９ 6.26 
1９９３ 1３９３ 36.68 1０２１２ 8.7 0.8653 9.95 13.09 6２２４ 4.75 
1９９４ 1７０２ 48.83 1５７８９ 10.95 0.9443 8.62 18.43 7５２６ 4.08 
1９９５ 1５５８ 51.08 1７３９７ 13.47 1．１８８７ 8.82 22.59 1１７０２ 5.18 
1９９６ 1６３４ 58.2 2２７２３ 17.12 1.3406 7.83 24.66 1４２３３ 5.77 
1９９７ 2085 60.36 25743 21.65 1.8493 8.54 28.55 1９９８９ 7．００ 
1９９８ 2３２２ 77.69 2３１９１ 22.76 2.295 10.08 2９．０８ 27007 9.29 
1９９９ 2５２７ 8５ 1８１７３ 26.23 2.833 10.80 32.65 32874 10.07 
2000 2597 8４ 20474 28.13 3．８１１８ 13.55 36.93 44731 12.11 
2００１ 5836 8９ 3３３５８ 31.77 4．６９１２ 14.77 41.47 5６２１８ 13.56 
2002 4036 1１２ 3０１６３ 30.71 5.4337 17.69 41.04 71035 1７．３１ 
2003 3708 138.4 38043 33.09 6.768 20.45 42.97 8７５２２ 20.37 
2004 6694 1７５ 5３２７１ 37.53 8.0383 21.42 53.5 98568 18.42 
2005 9５０２ 2１７．６ 63410 47.86 10.8886 22.75 56.5 1１８２３１ 20.93 
2006 12996 300 94386 53.73 13.9337 20.59 67.5 142409 21.10 






































































































































































































































在留資格 1984＊１ 1９８６ 1９９０ 1９９５ 2000 2003 2004 2005 2007 割合(%）
総数 67895 84397 150339 222991 3３５５７５ 462396 487570 5１９５６１ 606889 100.0 
永住者 22318 22757 24277 28253 48809 8３３２１ 96647 106269 1２８５０１ 21.2 
非永住者の恵 合 67％ 73％ 84％ 87％ 85％ 80％ 79％ 
非永住者 45577 6１６４０ 126062 1９４７３８ 2８６７６６ 379075 390923 ４１３２９２ 478388 7８．８ 
うち日本人の配偶者 10522 1３０８５ 23051 37310 50525 52016 ５１８５４ 54569 56990 ９ ４ 
定住者 15263 30653 37337 33292 3２１３０ 33086 33816 ５ ６ 
家族滞在 2629 3003 10215 23930 32306 35930 35253 ３７１５４ 43592 ７ ２ 
留学 6870 9845 29354 34617 45321 87091 90746 89374 85905 1４ ２ 
就学 1２６８ 7６１４ 24251 23858 2６５４２ 3８８７３ 29430 1５９１５ 22094 ３ ６ 
興行 472 684 7７１ 683 1９１２ 3848 ４１６３ 4225 1１９３ ０ ２ 
人文知織. 国際業務*２ 7４１ 1９８１ 3740 8596 1１０１３ 12470 14300 20995 2６６９２ ４ ４ 
研修 1３３２ 2２１１ 4８３１ 9６１０ 2２１６３ 30763 40136 40539 66576 1１ ０ 
技術･技 龍＊３ 1０８５ 1１４５ 3252 1０１６４ 1６３６７ 1７９７４ 19284 23000 35013 ５ ８ 
投資･経営 439 593 1１３７ 1２３４ 1２６８ 1３８１ 1７２９ ０ ３ 
永， 主者の配偶者 3１７８ 8５１ 1７２４ 2698 2988 3598 5２１５ ０ ９ 
教’ 受.教育 8１ 1４４ 699 1１６６ 2１４３ 2527 2522 2624 2554 ０ ４ 
特定活動(その， 世）＊４ 2０１５ 16443 35481 ４１６０１ 60361 73049 1２ 0 
その他 20577 21928 7０１８ 10692 21833 24878 25248 26471 23970 ３ ９ 
表３中国人登録者数の推移(在留膏格別）
ただし、このルートでの滞曰者数についていえば、統計上若干の留保があるものの国際
研修協力機構がｗｅｂ上に発表している研修生数(暦年)と技能実習移行申請者数（年度）を
合わせた数値は２００４年の６万８６１９人から２００８年には１０万４８６０人に増加しているxxi･
研修についても若干ずれがあい実習生数としても、年度で統計がとられている点に留意
が必要だが、中国人登録者数の約１７％程度を占め、その他の在留資格に比べ、２０００年以降
顕著な増加傾向を示す。中国側統計からみたように、送り出し労働者数としても地域別で
曰本が１位を占める存在となっており、営業額においても労働者送り出し（労務合作）と
いう領域において、重要な相手国であることは間違いない。こうした日本との関係におい
て、いかなる問題が存在するのか、今後の展望もあわせ、最後に検討しておきたい。
１０．中国国内における送り出し機関の抱える諸問題
１）派遣基地をめぐる状況
Ｎ協会の発足時の記録によれば、研修生を送り出した工場は主に大工場を抱える国営企
業である。いわゆる政府外廓で旧来型の送り出し機関はいずれも国内に関連する生産工場
と上下の系列関係をもつ。たとえば大連市レベルであれば、対外経済貿易委員会の関連す
る工場とは輸出業務を行っている工場ということになる。ただし、選抜基地は大連市直属
のＡ公司の場合、大連市内に基本的には限定される。なぜなら、行政区域を越えて、その
権限を及ぼすことはできないからである。一方、全国に系列をもつ中央レベルの中国科学
技術協会が研修生を送り出せる背景には、その下部組織である地方の科学技術協会を通じ
て、研修希望者を集めることが可能な点が指摘できる。その点で市レベルに比べ、労働者
募集の点で優位性がある。
選抜基地というのは、基本的には、研修を希望する労働者が存在する工場ということに
なる。研修手当はＡ公司で６万円から６万５千円である。選抜された場合、Ａ公司では手
続き料として１万元を自ら支払わなければならない。もしも、以前のように保証金を要求
されれば､渡航前に必要な金額は約３万元ということになる。３年間日本で研修ならびに実
習を終了すれば、このうちの保証金は戻ってくる。６万円は現在約４千元である。近年、中
国の工場労働者の給与水準も若干高くなり、現場労働者でも１ケ月千元以上はとることが
可能である。日系企業であれば、１５００元から２０００元は確実で、大連の場合、高校卒業後、
現場労働でも外資系企業に就職が可能であればこの程度はとれる水準にある。もちろん、
曰本へ留学し、日本語が堪能で曰本企業での就労経験をもてば１ケ月６０００元以上は確実で
ある。
研修生になれば、３年間一度も故郷に帰国できないという条件のもと、言葉もあまり通じ
ない場所へリスクを冒していくだけの価値があるかどうかは、賃金格差あるいは帰国時に
手にできる金額によって左右されるだろう。何よりも技能実習へ移行した後の２年間は毎
月１ｏ万円程度（ただし、そこから宿舎費や光熱費、社会保険などが差し引かれて手取りは
研修時とほとんど変わらない）である。毎月６万を残せるとして、２年間で１５０万円程度
1７ 
である。残したお金は中国では１０万元で車を１台買うことができる。家を建てるには足り
ないがまとまったお金を手にできるという意味で農村に暮らす人々にとっては魅力ある就
業先ということになる。しかし、大都市で高校卒業後工場などの現場労働に入った人にと
って、苦汗労働ともいうべき縫製や機械加工などの仕事が魅力ある職場といえるかどうか
は疑問である。こうした状況は研修生になる応募者のレベルの低下あるいは熟練度の高い
技術者を望む受け入れ企業については募集が困難になる可能性を示唆する。
２）保証金問題の現在
２００４年に商務部は通達で、労働者を送り出す仲介機関に対し、保証金の徴収を禁止して
いる。また、日本政府は２００７年１２月末に改めて、曰本へ受け入れる研修生に対して送り
出し機関が保証金を取らないように要望を出している。この件に関して､Ａ公司はもちろん
保証金を取るべきではないことを理解しているが、送り出し機関の担当者は保証金あるい
はそれ以外のさまざまな形で保証自体はとるべきと考えている。現状は研修生本人からで
はなく、保護者や家族から保証にあたるものを担保という形でいれるように要請する企業
がある。
研修生派遣基地と送り出し企業との距離が遠くなればなるほど、研修生に対する監督責
任を追うことが難しくなる。そのため、何らかのペナルティを課しておくことが大規模な
送り出し機関にとってはリスクを避けるという意味でも重要であると考えられている。
小さい企業の場合、研修生の家族に会うということを実施している企業もあり、家族か
ら保証をとるのは前述の通りである。ある企業の幹部は実際に失践者がでれば送り出し機
関は受け入れ組合に対して何らかの形で「お詫び」をしなければならないという。そのと
き、保証金が使われる可能性はあるが、契約上こうした点を明記してあるわけではなく、
不明である。この点について、研修生事業に関わりをもつ弁護士事務所では法律上の規定
がなく送り出し機関と受け入れ組合との間にどのような対応がとられるのかは不明だとい
う。国境を越える人の移動にかかわるこれらの契約について、中国にも日本にもそれ自体
を禁止する規定がない。現状は送り出し企業そのものについての規定は作られており、中
国国内にあっては許認可制をとっていることで、一定の枠がはめられていると考えられる。
３）研修生自体の変化
研修事業が開始された1980年代に送り出された研修生はある面で中国社会のエリート層
であった。なにより、周囲には海外渡航あるいは海外生活の経験をもつ人はほとんどなく、
ごく一部に国費あるいは私費での留学生がいる程度である。留学には最低でも５万元程度
の入学金や授業料を用意しなければならず、さらに生活費を自弁する必要がある。それに
比べ、初期の研修生はすべてが日本側の負担で受け入れがなされていた。そのため、応募
者も多く、現場労働者２０００人に１人という水準で選抜がなされていたという。
しかし、こうした状況は２０００年以降、明らかに異なる傾向を示す。たとえば、Ａ公司の
東京駐在員であるＸさんによれば、次の通りである。
「今の研修生はハングリー精神がなくなった。一人っ子政策のためか。今までならば、
1８ 
120円のコーラなどもったいなくて飲まなかったのに､最近の子は平気でこうしたものにお
金を使う。資生堂の３千円の化粧品セットを買ってきてほしいと頼まれる。先輩たちは帰
国前に、電化製品などを購入していた。妻帯者の場合は、責任感があって、家計を考えて
節約しているからこうしたことはない。節約しすぎて健康を損なっては困る。自分の健康
第一で、食べるものは食べなさいと話していたが、いまはその心配はない。目にみえて変
わってきている｣。いわゆる出稼ぎではなく、一人っ子の若者に社会経験を積ませるという
ニュアンスがある。
前述のように、１９８３年から２０年あまり研修生４７名を受け入れたＨ社では２０００年以降
の研修生が日本をさげすむような態度や教育を受けてきていたと話してくれた。そのため、
送り出し機関を中国からインドネシアに代えている。かつてのように、電気器具の使い方
を教えなければならないという状況は改革・開放からの２０年を経て、大きく様変わりして
いる。
４）日本側の受け入れ方の問題
Ａ公司で問題として指摘されたのは受け入れ企業の契約違反事例である。これは、送り出
し機関にはどうにもできない。研修生たちも受け入れ企業に約束違反があったとしても、３
年間は何とか最後まで勤め上げたいということがあって、不平を漏らすことができない。
それを言ったら、帰らされてしまうと恐れている。受け入れ企業の側の問題は組合から指
導してもらいたいところだが、組合側も立場が弱く、思うようにいえない。そうしたとき、
Ａ公司では東京の駐在員が間にたって、問題の解決にあたっている。問題のある企業には次
には研修生を出さないという判断もしているという。
また､３年間の滞在時に２年目以降厚生年金の支払いを義務づけられているのは不当だと
いう。超過勤務の手当をきちんと払わない受け入れ企業への不満もある。こうした法律違
反の事例については、日本側がきちんと取り締まってほしいという。研修生の不利益を取
り戻そうとする労働組合の活動は否定しないが、そのために企業から送り出し機関が非難
されるのはお門違いである。
さらに、Ｅ公司の研修担当部長によれば、農業研修の場合には１年間同じように仕事が
あるわけではないし、北海道であれば、冬は仕事がないのだから、１年のうち７ケ月を３
回繰り返す形にすれば良い。むしろ、１年のうち、７ケ月しか仕事がないのに、１年間そこ
で研修を続けさせることの方が問題だし、農業では、家族と一緒に暮らすなど生活環境の
面で問題があるという。
５）ブローカーの介在
日本におけるブローカーの存在が問題である。日本の協同組合あるいは受け入れ団体
を中国の送り出し機関に紹介するという名目で、手数料をとる日本人がいる。曰本では
なく、中国でこうした活動をしており、悪質だという。
１１．研修生制度のこれからと国境を越える社会空間の形成プロセス
1９ 
ある地域は研修生を選び、ある地域は日系ブラジル人を雇う。曰系人の場合、何らの制
約はないものの毎月３０万円を派遣業者に支払っているという。日系人自身の手取りは必ず
しも多いわけではないが、研修・実習生は彼らに比べれば明らかに負担額が少ない。研修
生制度を利用する企業に関していえば、日系ブラジル人を雇えないという現実がある。Ｈ
社社長は派遣社員が女性で時給１２００円男性で１５００円から１６００円というレベルでとても
雇える金額ではないという。それに比べると、研修生は割安な賃金である。
研修生とはそうした位置づけにある労働力である。しかし、中国側から見たとき、その
存在は２０００年以降労働者送り出し全体の２割を占めるようになっている。ここまで述べて
きたように､中国における対外経済政策の進展とＷＴＯへの加盟以降の個人レベルで参入可
能となった状況は言語以外の資本を必要としない労働者の送り出し事業の参入障壁を確実
に低くしている。
２００８年度に引き続き、実施している送り出し地域調査の中では個人が中心となって起業
しているケースが散見される。国家による独占的な体制から対外経済活動を個人にまで認
めるようになった中国の発展はめざましい。ただし、商務部の規定によるデポジット１００
万元は一端広がった間口をもう一度狭める効果がある。
そして、２００８年９月のリーマンショック以来、曰本国内の景気低迷が続く中で、中小企
業における研修生の受け入れ状況にも若干の歯止めがかかり始めている。ただし、こうし
た状況の中でも、中国側から受け入れ企業に対する営業活動は引き続き行われており、送
り出し機関が主導する研修生事業という構図は基本的に変わらない。供給側が需要を作り
出したという意味において､研修生制度は2009年７月国会を通過した新たな法令によって、
今後、もう一段の研修生事業の展開が図られようとしている。労働者の人権にもとづく、
要求として、研修期間を３ヶ月と短くし、労働者としての期間を長くするというものであ
る。これにより、３年間を実質的に外国人労働者として中国の熟練労働者たちが働くことに
なる。これまでも熟練した技能をもった労働者が十分に成果を残しながらも、働くことを
認められていなかった状況からすれば１歩前進である。
しかし、それにもかかわらず、こうした制度が維持されていくことの背景にあるものを
考えていく必要がある。本稿が示したように、曰中間に作りあげられた労働者送り出しか
ら受け入れに到る双方のシステムはこの制度が企業活動として十分に利益を生み出す構造
を作りあげてしまったことを示している。それは日本側のみならず、中国側にしても同様
である。
研修生制度の現状は、曰中の双方に研修生制度で事業を営むことが可能な領域を作りあ
げるプロセスでもあった。研修生は手当６万円だが、宿舎の提供などから彼らの渡航費な
どを含め、受け入れ企業は１ケ月１５万円を支払っている。ここには研修生の管理費として
中国側にわたされる１人あたり２万円の手数料も含まれている。曰本側の手数料は受け入
れ企業が支払う年会費もあって、受け入れ企業の負担は決して少なくない。しかし、それ
でも曰系ブラジル人よりははるかに割安という声が聞かれるのである。その上、研修生に
2０ 
}ま職業選択の自由も転職の自由もなく、３年間動くことはできない。「研修生は労働者では
ない」ことで、奪われているさまざまな権利があるといわざるを得ない。そのことは、実
習期間を延長することによっても改善されないどころか、むしろ強化される。不自由労働
者なのである。残業手当は正当な支払いが保証されるとしても、社会保険を納めなければ
ならない、宿舎費は自弁である。実習生にとっては労働法の保護を受けられ、労災などの
面で保障が確保できる面は評価しなければならない。しかし、そうであるならば、むしろ
きちんと正規の外国人労働者として権利を認めるべきではないかという疑問も当然生じて
くる。
日本社会は少子高齢化の中で、若年の工場労働者を確保できない状況がこの３０年来続い
ている。とりわけ、衰退産業というべき繊維関連についていえば、日本国内で維持してい
くよりは、中国、ベトナムなどへ海外進出する道を選ぶ企業が増加し、大きな発展を見せ
ている。こうした動きをとれない企業が研修生に依存している。
研修生制度は姿を変えながら、実質的な外国人労働者政策として維持されている。曰中
間に移住に伴うさまざまなメゾ・レベルの仲介機関を作り出すことで、自己充足的なシス
テムとなっているのである。外国人労働者の正規導入を２００７年から始めた韓国の実態をみ
ても、非正規労働者は１０万人規模で存在しており、日本の水準をも上回る。正規労働であ
ることのコストは非正規労働者の雇用を望む中小企業には耐えられない。外国人労働者を
必要とする企業の負担能力により、実習生以下の待遇を生み出してしまうという現実があ
る。移民政策あるいは明確な外国人労働者政策を持たない曰本社会にあって、実態は３０年
の蓄積の中で、深まり進化している。
研修・実習制度と曰中間の移住プロセスも他の留学および国際結婚と同様に、互いの社
会に入れ子型の相互依存構造を作り出し、そのことがさらなる人の移動を生み出している
のである。そのことを今回の調査研究は教えてくれている。
本稿は2008年度法政大学比較経済研究所プロジェクト研究｢日中間の人の移動と社会空間の生成をめぐっ
て」（研究代表者：田嶋淳子）の研究成果である。
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xｉ現在上部団体である大連市は依然として１６％の株を保有しているが、人事面での交流などは減少傾向に
ある。
xii第３節Ａ公司に関する記述はＡ公司分公司総経理Ｒさんインタビュー（2008年９月２３日実施）によ
る。
xiiiD公司も２００７年には１３位で、７０１９万米ドルの営業額を達成しており、送り出し機関としてはＡ公司
とほぼ匹敵する大企業と考えられる。
ｘｉｖＢ公司に関する内容は基本的に２００８年９月２６日に実施したインタビューにもとづく。
xｖここでの支社とは単なる駐在員事務所とは異なり、営業活動が可能な形で企業が従業員を置いているこ
とを意味する。Ａ公司の駐在員事務所は企業登録をしておらず、日本国内での営業活動はできない。
xvi－つの行政機関系列において､商務部系統で研修生事業を担うことが可能な公司はI社という規定があ
る（2009年常熟市における聞き取り調査から)。そのため、大連市における研修生派遣事業は市系列では
Ａ公司１社のみが行えることになる。Ｂ公司（大連支社）およびＥ公司大連支社はそれぞれ中央の看板を
利用して初めて大連での活動が可能になったと考えられる。
xvii「因私普通」パスポートと「因公普通」パスポートとのもっとも重要な違いは、パスポートを申請す
る際に政治審査にかかわる批准文書をつけることである。対外貿易関連企業の出入国審査はかなり簡素化
されていたということだが、「因公」であることの意味はまさに国を代表するということであった（万
編,２００２，１９－２０ページ)。
xviiiただし、地方政府レベルでは、こうした処置は法律施行以前の２０００年前後（すなわち、一般的にパ
スポート申請が可能となった時点）から行われていたという（２００９年常熟における調査での聞き取りか
ら)。
xixこれも形を変えた名義貸しといえなくもない。
ｘｘ中国籍者の場合、特定活動（その他）には研修から実習生へ移行した人がもっとも多く含まれていると
考えられるが、それ以外の人々も含んでいることは言うまでもなく、数値の推移をすべて実習生と考える
ことは必ずしも妥当ではない。
xxi（財)国際研修協力機構「外国人研修生・技能実習生統計」（Excel版）
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